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沖縄総合事務局沖縄総合事務局総合評価方式における欠格事項について

開発建設部（港湾・営繕を除く）の平成２６年度（平成26年4月～平成27年3月）発注工事における開発建設部（港湾 営繕を除く）の平成２６年度（平成26年4月 平成27年3月）発注工事における

欠格事項は下記のとおりである。

■欠格件数及び欠格者数
★発注工事 １３５件 ⇒ 欠格のあった工事 ７３件 比率約５４．１％

★応募者 １，０３９者 ⇒ 欠格者数 １４４者 比率約１３．９％

●欠格事項の傾向（重複計上）

■欠格の内容

●欠格事項の傾向（重複計上）

配置予定技術者の能力 （約 ４１％）

施工計画（工程表） （約 ３１％） 41%19%
9%

配置予定技術者の能力

施工計画（工程表）

（37）

（18）
２

１

企業の施工実績 （約 １９％）

その他（様式の未添付） （約 ９％）

●欠格事項の具体的内容

31% 企業の施工実績

その他欠格項目 １９４件

（80）

（59）

（37）

４

３

●欠格事項の具体的内容

①配置予定技術者の能力

・同種工事の施工実績要件と異なる

・監理技術者資格者証の有効期限切れ

②施工計画（工程表）

・企業名が記載されている

・工事名の誤り、未記入

③企業の施工実績
・同種工事の施工実績要件と異なる

・施工実績を証明する資料が 未添付

工事名の誤り・監理技術者資格者証の有効期限切れ

・従事期間を確認できる資料が未添付

・雇用関係を確認できる資料が未添付

・工事名の誤り

・主要工種名の記載漏れ、誤り

・工期設定の誤り

・技術的所見の未記入

・課題名が異なる

・工事名の誤り

④その他

・各様式の未添付による書類不備

※欠格の内容は、施工実績や技術者の資格を確認できる資料が未添付など「単純ミス」
が殆どである。公告文・入札説明書をよく読んで資料を作成する必要がある。
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沖縄総合事務局（様式１－１）

申請様式等の未添付

欠格事例

競 争 参 加 資 格 確 認 申 請 書（１）

平成 年 月 日

沖縄総合事務局
○○事務所長 殿

建設業許可番号

申請様式等の未添付

競争参加資格確認のため

開
建

沖
総

建設業許可番号11－11111
業者コード 12345678
住所 〒900 沖縄県那覇市○○○

（株）沖縄総合開発建設商号又は名称
代 表 者 氏 名 沖縄 太郎
担 当 者 氏 名 山原 次郎
電話 ０９８－８６７－○○○○
E-mailｱﾄﾞﾚｽ oki＠kensetu.co.jp

競争参加資格確認のため、
添付を義務付けた資料を添
付する必要がある。

ｱﾄ ＠ s . .jp
注）電子入札方式による場合は、印は不要

平成26年10月23日（金）付けで公告がありました「平成26年度沖縄国道管内保全工事」
に係る競争参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。申請書及び
添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

記

１．入札説明書４．(1)(2)(3)(6)(7)(8)(9)(11)(12)(13)に定める事項
（様式1-2に記入）

２．入札説明書８．(4)①に定める施工実績を記載した書面 （様式2に記入）
３．入札説明書８．(4)②に定める配置予定の技術者の資格等を記載した書面

（様式-3に記入）
４．入札説明書８．(4)③に定める契約書の写し。ただし、（財）日本建設情報総合セ

ンターの「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」に登録されて同種工事の施工
実績が証明 き 場合 契約書 写 を提出す 必要 な実績が証明できる場合は、契約書の写しを提出する必要はない。

５．入札説明書８．(4)④に定める施工計画を記載した書面 （様式4に記入）

６．入札説明書８．(4)⑤に定める近隣地域内での施工実績を記載した書面
（様式5-1に記入）

７．入札説明書８．(4)⑥に定める地元１次下請活用予定を記載した書面
（様式5-2に記入）

８．入札説明書８．(4)⑦に定める地元資材の活用予定を記載した書面８．入札説明書８．(4)⑦に定める地元資材の活用予定を記載した書面
（様式5-3に記入）

９．入札説明書８．(4)⑧に定める安全管理の状況を記載した書面（様式6に記入）

１０．入札説明書８．(4)⑨に定める工事成績・表彰・低入札工事を記載した書面
（様式7-1に記入）

１１．入札説明書８．(4)⑩に定めるISO認証取得状況を記載した書面
（様式7-1に記入）

１１ 入札説明書８ (4)⑪に定める不発弾処理対策を実施した実績の有無を記載した１１．入札説明書８．(4)⑪に定める不発弾処理対策を実施した実績の有無を記載した
書面 （様式7-1に記入）

１２．入札説明書８．(4)⑪に定める災害協定を記載した書面 （様式7-1に記入）
１３．入札説明書８．(4)⑫に定める登録基幹技能者の活用予定を記載した書面

（様式7-2に記入）
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沖縄総合事務局
（様式２）

（用紙Ａ４）

同種工事の施工実績
工事名 平成26年度沖縄道路改良工事

会社名 (有)沖縄総合開発建設施工実績(ｱ)

施工実績の要件と異なる

欠格事例

平成11年度～25年度間に、元請けとして完成・引渡しが完了した下記の

要件を満たす同種工事の施工実績を有すること （共同企業体の構成員と。

しての実績は、出資比率２０％以上の場合のものに限る ）。

なお、経常建設共同企業体にあっては、構成員の１社以上が施工実績を同種工事の条件
有すること。

①次の(ｱ)及び(ｲ)の 施工実績を有すること。要件を満たす

(ｱ)より同種工事 道路における 掘削又は切土の土量が5 000 3以上の施

施工実績の要件と異なる

次に掲げる工事を元請として完成・引
渡しが完了した施工実績を有すること(ｱ)より同種工事：道路における、掘削又は切土の土量が5,000m3以上の施

工実績。

同種工事：道路における、掘削又は切土の施工実績。

（道路とは、国道（高速自動車道含む ・県市町村道をいう））

(ｲ)沖縄県赤土等流出防止条例に基づく、赤土等流出防止対策もしくは

同等以上の水質汚濁防止対策の施工実績。

なお、同等以上の水質汚濁防止対策とは、事業行為にともない降雨時

に発生する赤土等の流出を防止するための発生源対策等があり かつ

渡しが完了した施工実績を有すること

例１）施工実績の要件

道路（道路法第３条の道路）におけ
に発生する赤土等の流出を防止するための発生源対策等があり、かつ

濁水の排水基準（浮遊物質量200mg/l以下）が設定されている対策をい

う。

②上記(ｱ)、(ｲ)は同一工事である必要はない。なお、企業の基礎技術力の

評価は上記(ｱ)で行う。

※施工実績が確認できる資料(ＣＯＲＩＮＳ資料又は、特記仕様書・数量

総括表･図面・契約書等)を添付すること。

道路（道路法第 条の道路）におけ
る施工実績。

（道路とは、道路法上の道路とす
る 国道（高速自動車道含む） 県CORINS登録 有・無 （ CORINS番号、工種 ）

沖縄１号農道改良工事工 事 名 称
工

発 注 機 関 名 沖縄総合事務局
事

施 工 場 所 沖縄県国頭郡
名

沖縄1号農道改良工事

る。国道（高速自動車道含む）・県
市町村道をいう）

名
契 約 金 額 １００百万円

称

平成25年08月30日 ～ 平成26年05月09日工 期

等
受 注 形 態 等 ・単体／共同企業体（出資比率％） ・オーナー／サブ

・道路改良工事 L=300.0m構 造 ・ 形 式

申請工事：「農道」の実績を申請。

・掘削（土砂：9,000m3） ・盛土(土砂：15,000m3)事 規 模 ・ 寸 法 等
・アスファルト舗装（3,000m2）

概
・バックホウ（1.0m3) ・タイヤローラ（5～10t）等使用機材・数量

要
施 工 条 件 ・地質（土砂）

「農道・林道・施設管理用道路・私
道等」は「道路法上の道路」では

より同種工事と判断した ・農道
工事内容を記載して下さ ・盛土：10,000m3 （工事カルテ10/10に記載）
い。

ないため、施工実績として認めら
れない。
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沖縄総合事務局

施工実績の要件と異なる

欠格事例
（様式２）

（用紙Ａ４）

同種工事の施工実績
工事名 平成26年度沖縄道路改良工事

施工実績の要件と異なる
過去15年度間（平成11年度～平成25
年度）に 元請として完成・引渡しが完

会社名 (有)沖縄総合開発建設施工実績(ｱ)

平成11年度～25年度間に、元請けとして完成・引渡しが完了した下記の

要件を満たす同種工事の施工実績を有すること （共同企業体の構成員と。

しての実績は、出資比率２０％以上の場合のものに限る ）。

なお、経常建設共同企業体にあっては、構成員の１社以上が施工実績を同種工事の条件
有すること。

①次 ( )及び(ｲ) 施 実績を有する と要件を満たす

例２）施工実績の要件

年度）に、元請として完成・引渡しが完
了した施工実績を有すること

①次の(ｱ)及び(ｲ)の 施工実績を有すること。要件を満たす

(ｱ)より同種工事：道路における、掘削又は切土の土量が5,000m3以上の施

工実績。

同種工事：道路における、掘削又は切土の施工実績。

（道路とは、国道（高速自動車道含む ・県市町村道をいう））

(ｲ)沖縄県赤土等流出防止条例に基づく、赤土等流出防止対策もしくは

同等以上の水質汚濁防止対策の施工実績。

なお 同等以上の水質汚濁防止対策とは 事業行為にともない降雨時 例２）施工実績の要件
平成11年度～平成25年度間

なお、同等以上の水質汚濁防止対策とは、事業行為にともない降雨時

に発生する赤土等の流出を防止するための発生源対策等があり、かつ

濁水の排水基準（浮遊物質量200mg/l以下）が設定されている対策をい

う。

②上記(ｱ)、(ｲ)は同一工事である必要はない。なお、企業の基礎技術力の

評価は上記(ｱ)で行う。

※施工実績が確認できる資料(ＣＯＲＩＮＳ資料又は、特記仕様書・数量

総括表･図面・契約書等)を添付すること。

申請工事：
工期）平成25年08月30日 ～

総括表 図面 契約書等) 付す 。

CORINS登録 有・無 （ CORINS番号、工種 ）
沖縄１号農道改良工事工 事 名 称

工
発 注 機 関 名 沖縄県名護市

事
施 工 場 所 沖縄県名護市

名

平成26年05月09日は、

平成２６年度完成工事であるた
め施工実績として認められい

名
契 約 金 額 １００百万円

称

平成25年08月30日 ～ 平成26年05月09日工 期

等
受 注 形 態 等 ・単体／共同企業体（出資比率％） ・オーナー／サブ
構 造 ・ 形 式

め施工実績として認められい。・切土：９００m3事 規 模 ・ 寸 法 等
・盛土：１００m3

概
使用機材・数量

要
・人力及び機械施工施 工 条 件

より同種工事と判断した
工事内容を記載して下さ
い。

その他
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沖縄総合事務局

配置予定技術者の工事経験

欠格事例受注時工事カルテ
受付年月日 2013年9月2日
登録年月日 2013年9月2日 配置予定技術者の工事経験

における証明資料の未添付

竣工時カルテでなければ 配置予定技術者

登録番号 1000000
照会番号 S00100000

会社名 (株)沖縄総合開発建設 御中

登録内容確認書
（工事実績）

竣工時カルテでなければ、配置予定技術者
の従事期間（求められている実績の施工
期間の１／２以上）が確認できないため、

会社名：(株)沖縄総合開発建設 御中

以下の内容は一般財団法人日本建設情報総合センターに工事実績として登録されていることを確認しました。

処理区分 受注登録

履歴情報 受注登録 2013年9月2日

工事実績データ（技術者データ） 受付年月日 2013年9月2日
登録年月日 2013年9月2日
登録番号 1000000

技術者情報１

役割 現場代理人

従事が確認できる公的資料（竣工時の工事
カルテ・実施工程表）の添付が必要

登録内容

工事実績データ（契約データ）

登録番号

変更事由発生年月日

自社が請け負った一体的先行契約工事のコリ

ンズ登録番号

1000000

役割 現場代理人
所属企業の許可番号 沖縄県知事許可　第　1000000号
所属企業名 （株）沖縄総合開発建設

建設実績技術者ＩＤ 11111111
氏名 沖縄　太郎
氏名（カナ） オキナワ　タロウ

従事期間

コリンズ登録義務の有無

件名

対象水系・路線名称

請負金額

工期

発注機関情報

縄

沖縄1号農道改良工事

1,000,000
西暦　2013年08月30日　　　～西暦　2014年05月09日 

有り

ンズ登録番号

オキナ タ ウ
生年月日 西暦1958年7月2日
監理技術者資格者番号 10111111
従事期間 西暦　　2013年8月30日　　～　西暦　　2014年5月9日

担当工事内容

技術者情報１

従事期間発注機関名

郵便番号

住所

電話番号

FAX番号

実績内容確認年月日

沖縄県

沖縄県

西暦2014年5月1日

役割 現場代理人
所属企業の許可番号 沖縄県知事許可　第　2000000号
所属企業名 （株）沖縄総合開発建設

建設実績技術者ＩＤ 22222222
氏名 開発　次郎
氏名（カナ） カイハツ ジロウ

実績内容確認担当者所属部署名

実績内容確認担当者氏名

実績内容確認担当者氏名（カナ）

実績内容確認担当者メールアドレス

メール送付の承諾

設計書コード

般競争 札方式

産業建設課

建設　太郎

-------

ケンセツタロウ

kennsetu.t@okinwa.co.jp

無し

氏名（カナ） カイハツ　ジロウ
生年月日 西暦1971年11月5日
監理技術者資格者番号 2022222222
従事期間 西暦　　2013年8月30日　　～　西暦　　2014年5月9日

担当工事内容

従事期間
契約形態

受注形態

一般競争入札方式
単体
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沖縄総合事務局

配置予定技術者の従事期間（求められている実績の施工期間の

配置予定技術者の工事経験証明資料の未添付

配置予定技術者の従事期間（求められている実績の施工期間の
１／２以上）が確認できる公的資料 参考資料

請 負 人 株式会社 沖縄総合開発建設請 負 人
氏 名

株式会社 沖縄総合開発建設
代表取締役 沖縄 太郎

現 場 監 督員
氏 名

沖縄 太郎

氏名の記載
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沖縄総合事務局配置予定技術者の資格証明資料の添付が必要

欠格事例
氏名 沖縄　太郎 本籍地　沖縄県

住所 沖縄県那覇市おもろまち２丁目
初回交付 平成8年5月31日 交付 平成26年3月10日

交付番号 第０００１０１１１１１１号

技術資料提出期限日に

欠格事例

交付番号 第０００１０１１１１１１号

監理技術者資格者証
　平成26年9月1日まで有効
国土交通大臣指定資格者交付期間

Photo 技術資料提出期限日に
監理技術者資格者証の
有効期限が切れている

国土交通大臣指定資格者交付期間

一般社団法人　建設業技術者センター理事長

所属建設業者 (株)沖縄総合開発建設 許可番号 沖縄県知事　第001111

有する

資　格
一土施　一園施

有効期限が切れている。

建設業の種類 土建大左と石屋電管夕鋼筋舗しゅ板ガ塗防内機絶通園井具水消清

有・無 １００１００１００１００１００１００１００１００

監理技術者講習修了証
修了証番号 第１１１１ｰ１１１１１１１１１１号

本 籍 沖　縄　県

ｵｷﾅﾜ　ﾀﾛｳ

氏 名 沖 縄　 太 郎
技術資料提出期限日に
監理技術者講習修了証 Photo 生 年 月 日 昭和33年7月2日

平成20年11月21日

この者は、建設業法第26条第4項の国土交通大臣の登録を
受けた講習の課程を修了した者であることを証します。

修了年月日

監理技術者講習修了証
の有効期限（5年）が
切れている

Japan Construction Training Center

財 団 法 人 全国建設研修センター理事長
（登録番号第１号）

切れている。
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沖縄総合事務局

雇用関係を示す資料（健康保険証等）が未添付

欠格事例

雇用関係を示す資料（健康保険証等）が未添付
配置予定技術者の雇用関係（入札の執行日以
前に３ヶ月以上）を証明する資料の添付が必要

本人（被保険者）

平成21年8月10日交付

健 康 保 険
被 保 険 者証

前に３ヶ月以上）を証明する資料の添付が必要

平成21年8月10日交付

記号 番号 11111111
オキナワ　タロウ

氏名 沖縄　太郎

生年月日 昭和33年７月２日 性別 男

被 保 険 者証
11

生年月日 昭和33年７月２日 性別 男
資格所得年月日 平成　6年　10月　1日

事業所所在地 沖縄県那覇市おもろまち２丁目

事業所名称 (株)沖縄総合開発建設 申請書の審査段階において
雇用関係確認保険者番号 0 1 0 1 0 0 1 0

保険者名称 全国健康保険協会　沖縄支部
保険者所在地 那覇市旭町１１４－４

雇用関係確認
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沖縄総合事務局

③入札説明書の工 ①企業名を記載している

施工計画が適正であること 欠格事例

（様式４）

［施工計画］

※本様式に申請者が特定できる企業名・個人名を記載してはならない。

③入札説明書の工
事概要に示す工種
の全て及び準備工
から後片付けまで

①企業名を記載している。

②工事名が誤っている、又
は、工事名が記載されてい
な

（用紙Ａ４）

会社名：(株)沖縄総合開発建設

工事名 平成26年度沖縄道路改良工事

［施工計画］

           工　　　程　　　表 

から後片付けまで
の全工程が記載さ
れていない。

ない。

工事名：　平成26年度沖縄道路改良工事

10 20 10 20 10 20 10 20 10 20 10 20

準備工

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

適切な工期準備工

道路土工

縁石工 ④設定工期前である。 ④設定工期後である。
構造物撤去工　

舗装工

排水構造物工

④ 定 期 ④ 定 期

排水構造物工　
■平成２６年１０月２０日～平成２７年２月２８日までの工期設定とする。
■工程管理に係わる技術的所見
　・参加申込者で技術的所見を１項目以上記述すること。

⑤技術的所見の不適合
又は 記載がない

※参加申込者が発注者の示す仕様に基づく施工における技術的所見を求め、４．競争参加資格要件の「施工計画が適正である
こと。」を判断するものであり、発注者が示す仕様を超えた品質向上対策を求めるものではない。

又は、記載がない。
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